
○

連
結
財
務
諸
表
の
用
語
、
様
式
及
び
作
成
方
法
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
五
十
一
年
大
蔵
省
令
二
十
八
号
）

（
第
十
二
条
関
係
）

改

正

案

現

行

（
一
株
当
た
り
当
期
純
損
益
金
額
等
の
注
記
）

（
一
株
当
た
り
当
期
純
損
益
金
額
等
の
注
記
）

第
六
十
五
条
の
二

（
略
）

第
六
十
五
条
の
二

（
略
）

２

財
務
諸
表
等
規
則
第
九
十
五
条
の
五
の
二
第
二
項
の
規
定
は
、
潜
在
株
式
調

２

新
株
引
受
権
若
し
く
は
こ
れ
に
準
ず
る
権
利
に
係
る
プ
レ
ミ
ア
ム
又
は
行
使

整
後
一
株
当
た
り
当
期
純
利
益
金
額
に
準
用
す
る
。

に
よ
り
一
株
当
た
り
当
期
純
利
益
金
額
が
減
少
す
る
転
換
請
求
権
若
し
く
は
こ

れ
に
準
ず
る
権
利
が
存
在
す
る
場
合
に
は
、
当
該
プ
レ
ミ
ア
ム
の
現
実
化
に
よ

る
株
式
数
の
増
加
又
は
当
該
転
換
請
求
権
若
し
く
は
こ
れ
に
準
ず
る
権
利
の
行

使
を
仮
定
す
る
こ
と
に
よ
り
減
少
し
た
一
株
当
た
り
当
期
純
利
益
金
額
を
前
項

の
記
載
の
次
に
潜
在
株
式
調
整
後
一
株
当
た
り
当
期
純
利
益
金
額
と
し
て
記
載

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
連
結
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
に
関
す
る
注
記
事
項
）

（
連
結
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
に
関
す
る
注
記
事
項
）

第
八
十
四
条

（
略
）

第
八
十
四
条

（
略
）

２

前
項
第
五
号
に
掲
げ
る
非
資
金
取
引
と
は
、
商
法
第
三
百
四
十
一
条
ノ
三
第

２

前
項
第
五
号
に
掲
げ
る
非
資
金
取
引
と
は
、
転
換
社
債
の
転
換
、
株
式
の
発

一
項
第
八
号
に
掲
げ
る
事
項
の
定
め
の
あ
る
新
株
予
約
権
付
社
債
に
付
さ
れ
た

行
に
よ
る
資
産
（
現
金
及
び
現
金
同
等
物
を
除
く
。
）
の
取
得
、
合
併
そ
の
他

新
株
予
約
権
の
行
使
、
株
式
の
発
行
に
よ
る
資
産
（
現
金
及
び
現
金
同
等
物
を

資
金
の
増
加
又
は
減
少
を
伴
わ
な
い
取
引
で
あ
つ
て
、
か
つ
、
翌
連
結
会
計
年

除
く
。
）
の
取
得
、
合
併
そ
の
他
資
金
の
増
加
又
は
減
少
を
伴
わ
な
い
取
引
で

度
以
降
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
に
重
要
な
影
響
を
与
え
る
も
の
を
い
う
。

あ
つ
て
、
か
つ
、
翌
連
結
会
計
年
度
以
降
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
に
重
要
な

影
響
を
与
え
る
も
の
を
い
う
。



 
改            正            案 現                         行 

 
様式第九号 

社債明細表 
（略） 

 
（記載上の注意） 
 １．  (略） 
  ２．「銘柄」の欄には、「第○回物上担保付○号社債」のように記載すること。  
    ただし、連結会社の発行している社債が多数ある場合には、その種類ごと    
    にまとめて記載することができる。 
      なお、新株予約権付社債については、新株予約権付社債である旨を付記 
    すること。 
３．～５．  （略） 
６．新株予約権付社債については、発行すべき株式の内容、新株予約権の発
行価額、株式の発行価格、発行価額の総額、新株予約権の行使により発行
した株式の発行価額の総額、新株予約権の付与割合、新株予約権の行使期
間及び商法第三百四十一条ノ三第一項第七号又は第八号に掲げる事項の定
めのあるものである場合にはその内容を欄外に記載すること。 

  ７．社債と同時に募集しかつ同時に割り当てた新株予約権がある場合には、当
該新株予約権について、発行すべき株式の内容、発行価額、株式の発行価格、
新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の総額、新株予約権の付与
割合及び新株予約権の行使期間に関する事項を欄外に記載すること。 

  ８．  （略） 
  ９．外国において発行したものについては、金額を記載すべき欄には外貨建に

よる金額を付記し、欄外にその旨を記載すること。 
  10．・11．  （略） 

 
様式第九号 

社債明細表 
（略） 

 
（記載上の注意） 
 １．  (略） 
  ２．「銘柄」の欄には、「第○回物上担保付○号社債」のように記載すること。  
    ただし、連結会社の発行している社債が多数ある場合には、その種類ごと    
    にまとめて記載することができる。 
      なお、新株引受権付社債については、新株引受権付社債である旨を付記 
    すること。 
  ３．～５．  （略） 
６．転換社債については、転換の条件、転換により発行すべき株式の内容及
び転換を請求できる期間を欄外に記載すること。 

 
 
 
７．新株引受権付社債については、発行すべき株式の内容、株式の発行価格、
発行価額の総額、新株引受権の行使により発行した株式の発行価額の総額、
新株引受権の付与割合、新株引受権の行使期間及び新株引受権の譲渡に関
する事項を欄外に記載すること。 

 ８．  （略） 
 ９．外国において発行したものについては、金額を記載すべき欄には外貨建て 
   による金額を付記し、欄外にその旨を記載すること。 
 10．・11．  （略） 

 


